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●第75回中小企業団体全国大会
〝つながる ひろげる 連携の架け橋〟困難にチャレンジ！未来の創造・地球との共生

　～仲間と共に希望をつなぐ 成長・躍動 新たな一歩～

写真　第75回全国中小企業団体全国大会（写真紹介、記事は表紙裏面ページに掲載）



表紙の紹介

『第75回 中小企業団体全国大会』
� 主催　全国中小企業団体中央会　宮城県中小企業団体中央会

10月11日、「第75回中小企業団体全国大会」（以
下、全国大会）が宮城県仙台市の仙台国際センター

展示棟で開催された。全国の中小企業組合の代表

者や来賓など約2000名が参加し、政府等への要
望事項等を大会決議した。

全国大会は、中小企業で組織する全国約3万組
合等の意見を総意としてとりまとめ、内外に広く

表明するとともに、国等に対して中小企業の振興

施策の確立を訴え、組合組織を基盤とした中小企

業・小規模事業者の発展を図ることを目的に毎年、

開催している。

開会に先立ち行われたオープニングアトラク

ションでは、宮城県出身のローラーペイントアー

ティストであるさとうたけし氏と、仙台の魅力と

歴史を殺陣・演舞でPRしている「伊達武将隊」に
よるコラボレーション演舞が披露され、式典に花

を添えた。

また、全国各地から訪れる参加者のために、会

場内の特別企画として物産コーナーが設けられ、

ずんだ餅やかまぼこなどの宮城県の特産品が販売

された。

このほか宮城県内企業約20社が先端技術の活用
や地域貢献などの特徴的な取り組みを紹介するポ

スターセッションや、震災復興パネル展・震災記

録映像の上映、津波VR体験、放射光施設（ナノテ
ラス）関連展示、チャットGPTデモンストレーショ
ンが行われた。

同大会に本県からは34名が参加。また、本会で
は大会参加と観光等を盛り込んだ「第75回中小企
業団体全国大会 茨城県中央会・宮城ツアー」を企
画。阿部会長をはじめ21名が参加し親睦を深めた。
大会の概要は「クローズアップ（1ページから6

ページ）」をご覧ください。

【表紙写真の紹介】
上	 第75回中小企業団体全国大会

左下	 会場－仙台国際センター展示棟

中央下	 物産コーナーの様子

右下	 オープニングアトラクション
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Ⅰ 第75回中小企業団体全国大会の概要
1．開催の目的

中小企業・小規模事業者が変化する時代のあらゆる

難局を乗り越えられたのは、同志が集まり、連携する

ことができる中小企業組合等連携組織の絆があったか

らであり、この絆を更に強固なものとして今後も困難

にチャレンジし、地球と共生しつつ、自らの力で未来

を切り開き永続的に発展していかなければならない。

また、このたびの東日本大震災では全国各地によ

り多大なご支援を頂き、現在、被災地が復興に向け

着実に進んでいることを皆様に報告し、ご支援を頂

いた全国の皆様に深く感謝の意を表すことを切に

願っている。

被災地の復興に感謝すると共に中小企業・小規模

事業者の発展を図ることを目的として、ここに全国

約３万組合等の総意を表明し、次のテーマを掲げ、

第75回中小企業団体全国大会を開催する。

2．主催

・全国中小企業団体中央会

・宮城県中小企業団体中央会

3．日時及び場所

・開催日時

令和５年10月11日（水）　14：00～ 16：30

・開催場所

「仙台国際センター展示棟」

宮城県仙台市青葉区無番地

4．後援及び協賛

・後援

経済産業省、総務省、厚生労働省、農林水産省、

国土交通省、中小企業庁、宮城県、仙台市、東北・

北海道中小企業団体中央会連絡協議会

・協賛

㈱商工組合中央金庫、㈱日本政策金融公庫、 （独）

中小企業基盤整備機構、（独）勤労者退職金共済

機構、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構、（公

財）全国中小企業振興機関協会、（一社）全国信

用保証協会連合会、㈲エヌ・エス・エイサービス

5．大会プログラム

◇アトラクション
１	 開会
２	 国歌斉唱、団体歌斉唱
３	 開会挨拶
４	 開催地挨拶
５	 歓迎挨拶
６	 来賓紹介
７	 来賓祝辞
８	 議長・副議長選任
９	 議事

⑴決議経過報告
⑵議案上程
⑶意見発表
⑷議案採決

10	 大会宣言
11	 表彰式

⑴優良組合
⑵組合功労者
⑶中央会優秀事務局専従者

12	 次期開催地発表
13	 大会旗継承
14	 次期開催地会長挨拶
15	 万歳三唱
16	 閉会

Ⅱ 第75回中小企業団体全国大会の内容
１．開会挨拶

全国中小企業団体中央会の森洋会長は「現在の中

小企業・小規模事業者の経営環境は、経済活動の正

常化に伴う人手不足の顕在化、エネルギー・原材料

価格をはじめとする物価高騰に対し、価格転嫁が不

十分なこと、継続的な賃上げが求められる中で原資

の確保が難しいこと、後継者がいない等の事業承継

問題など課題が山積している。

地域経済・雇用を支えている中小企業・小規模事

業者は、東日本大震災をはじめとする被災地の復興

に向け欠かすことが出来ない存在であり、その方々

<第75回中小企業団体全国大会のスローガン>

つながる　ひろげる　連携の架け橋
困難にチャレンジ！未来の創造・地球との共生

～仲間と共に希望をつなぐ	成長・躍動	新たな一歩～

第 75 回 中 小企 業 団 体 全 国 大 会
10月11日、宮城県仙台市の仙台国際センター展示棟において、全国から約2,000名の中小企業組合の代表者らが
参加（本県からは34名が参加）し、「第75回中小企業団体全国大会」が開催されました。
大会は、「つながる　ひろげる　連携の架け橋　困難にチャレンジ！未来の創造・地球との共生～仲間と共に希望

をつなぐ 成長・躍動 新たな一歩～」をスローガンに掲げ、中小企業・小規模事業者等の経営強靭化・成長促進支援
等の拡充、労働・雇用・社会保険料対策の推進、積極的な事業活動を支える環境整備等13項目の要望事項を基に、
大会決議案を採択しました。本号では、同大会の概要、大会決議等を紹介します。
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を支援する組合は、デジタル化、グリーン化への対

応など諸課題の解決に向けて力強い一歩を踏み出

し、新たな成長に向けた挑戦に取り組んでいかなけ

ればならない。

ご参集いただきました皆様には、各地域の中小企

業・小規模事業者が持続的に発展していくことができ

るよう、大会決議の実現に向けた原動力として引き続

きご尽力を賜ることを切にお願いしたい」と述べた。

2．開催地挨拶

開催地会長挨拶では、佐藤勘三郎宮城県中小企業

団体中央会会長が「本日は震災の発生から12年と

７ヶ月目の日。本県は全国からの温かい励ましを頂

き、様々な困難を乗り越え、再び立ち上がることが

できた。皆様には是非、この機会に直接ご自身の目

で、今の宮城の姿をご覧いただき、地元にお帰りに

なられた際には、復興した宮城、仙台のことをお伝

えいただくとともに、ご家族やご友人、あるいは、

それぞれの業界の皆様同士で連れ立って、再びこの

地にお越しいただきたい」と呼び掛けた。

さらに「本日の大会が全国の中小企業組合等連携

組織が共に協力してこの困難な時代を乗り越え、未

来を創るための新たな起点となり、そして、私達の

思いをこの場所から一丸となって力強く発信してい

ければ」と話した。

3．歓迎挨拶　来賓祝辞

伊藤哲也宮城県副知事と杉田剛仙台市経済局次長

が歓迎の挨拶を行い、来賓紹介の後、多数の来賓を代

表し、西村康稔経済産業大臣、宮下一郎・農林水産大

臣がビデオメッセージで、宮﨑政久・厚生労働副大臣、

関根正裕商工中金代表取締役社長が祝辞を述べた。

4．�議事、決議経過報告、議案上程、意見発表、
議案採決、大会宣言

議事は宮城県中小企業団体中央会の佐藤会長が議

長に、北海道中小企業団体中央会の尾池一仁会長、

福井県中小企業団体中央会の稲山幹夫会長が副議長

となり進行。全国中小企業団体中央会の佐藤哲哉専

務理事が、前回大会で決議された要望事項につい

て、国等への要望活動などの決議経過報告を行うと

ともに、本大会で決議する議案を上程した。

続いて、埼玉県中小企業団体中央会の小谷野和博

会長の意見発表の後、「中小企業・小規模事業者等の

経営強靭化・成長促進支援等の拡充」、「中小企業・

小規模事業者の実態を踏まえた労働・雇用・社会保

険料対策の推進」、「中小企業・小規模事業者の積極

的な事業活動を支える環境整備」などを柱とする13

項目の決議と大会宣言が採択し、その後、宮城県中

小企業団体青年部連絡協議会の朝比奈徹会長が声高

らかに大会宣言を宣した。

第75回中小企業団体全国大会決議
我が国は、コロナ禍から社会経済活動が正常化し

つつあるが、少子化と急速な高齢化など社会経済の

構造的な課題に加えて、度重なる自然災害の発生や

国際情勢の緊迫化、原油や電気を始めとするエネル

ギー・原材料価格の高騰や部品の調達難等により、

引き続き厳しい経営環境にある。この中で、中小企

業・小規模事業者の経営は、十分な価格転嫁が進ま

ず、賃上げや設備投資の原資確保に苦しんでいる一

全国中小企業団体中央会　森会長

宮城県中小企業団体中央会　佐藤会長

万歳三唱
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方、深刻化する人手不足で賃金を引き上げざるを得

ず、原材料価格の上昇による支払い増加、ゼロゼロ

融資等の既往債務返済のための資金繰りに追われ、

後継者不足等もあり、事業の継続が難しくなる事業

者も増えるなど危機的状況が続いている。これらに

加えて、物流・建設従事者の残業規制強化、社会保

険料を加えた公的負担の増加、インボイスへの対応、

事業承継、DX、GX対応等の課題が山積している。

中小企業・小規模事業者は、これまで幾多の困難に

見舞われてきたが、そのたびに組合連携組織の力を結

集し、これを打破し我が国経済や特に地域経済を支え

てきた。これまでの困難な局面において、中小企業組

合等が果たしてきた役割を改めて想起し、中小企業・

小規模事業者の直面する数々の課題においては、中小

企業組合等の連携力で解決していくことが重要である。

さらに、中小企業組合やその会員である中小企業・

小規模事業者に伴走しながら、課題克服への助言、

支援等を行っている中央会と指導員の活動を質的・

量的に強化する必要があり、これを支援するため、

国等からの迅速かつ手厚い支援策が不可欠である。

このため、国等は、物価高で困窮する中小企業・

小規模事業者が安心して事業継続が行える環境の整

備や取引適正化への支援、中小事業者の実態に即し

たデジタル化やカーボンニュートラルの推進、新分

野展開などの事業再構築や生産性向上の支援等をこ

れまで以上に行うとともに、持続的な成長、豊かな

地域経済社会の実現に向け、全国の約３万の組合等

からの生の声を踏まえた本決議事項の実現に強く取

り組まれたい。

決議した13項目は以下の通り。（重点事項は４ペー

ジ参照）

Ⅰ．�中小企業・小規模事業者等の危機的状況の克服、
成長促進支援等の拡充
１．危機的状況の克服、経済再生に向けた支援の

拡充強化

２．中小企業・小規模事業者の成長促進、持続的

発展に向けた支援強化

３．中小企業団体中央会の指導体制・支援予算の

抜本的拡充、中小企業組合制度の活用拡充・

運用改善

４．強靭かつ活力ある地域経済社会の実現

Ⅱ．�中小企業・小規模事業者の実態を踏まえた労働･
雇用・社会保険料対策の推進
１．中小企業に配慮した働き方改革と社会保険制

度の構築

２．中小企業の人材育成・確保・定着対策

Ⅲ．�中小企業・小規模事業者の積極的な事業活動を
支える環境整備
１．中小企業金融施策の拡充

２．中小企業・組合税制の拡充

３．中小製造業等の持続的発展の推進

４．エネルギー・環境対応への支援の拡充

５．卸売・小売業・まちづくりの推進に対する支

援の拡充

６．サービス業支援の強化・拡充

７．官公需対策の強力な推進

大会宣言
本日、中小企業団体の代表は、〝つながるひろ

げる連携の架け橋〟困難にチャレンジ！未来の創
造・地球との共生～仲間と共に希望をつなぐ成
長・躍動新たな一歩～をテーマに、東日本大震災
後に建てられ、国連防災世界会議のメイン会場と
なった、ここ宮城県仙台市の仙台国際センター展
示棟に集い、約三万の中小企業組合等の総意を取
りまとめ、その実現に向けて、共に取り組むこと
を決議した。
中小企業・小規模事業者の経営は、度重なる

自然災害等の発生、国際情勢の緊迫化、エネル
ギー・原材料価格の高騰や部品の調達難、賃金引
き上げに対し、十分な価格転嫁が進まず、さらに
は、人手不足、賃上げ原資の確保に苦しむなど、
極めて厳しい経営状況に直面している。その努力
が一刻も早く報われるよう、国等に対して、迅速
かつ手厚い総合経済対策を引き続き要望するとと
もに、次のスローガンのもと、本大会の各決議事
項の早期実現を強く求めるものである。

１．エネルギー・原材料・賃金について、適正な
価格転嫁、安定供給の構築一、人材確保、生
産性向上等、持続可能な成長を実現する対策
の強化

１．地域を支える中小企業を未来につなぐ事業承
継対策の強化

１．震災からの着実な復興、自然災害等からの復
旧・支援対策の拡充

１．中小企業経営の安定につながる労働・雇用・
社会保険料対策の推進

１．中小企業組合等連携組織対策の大幅な拡充

本日参集した一同は、厳しい経営環境を克服す
るために一歩でも力強く前進すべく、中小企業組
合等連携組織の強みを最大限に発揮し、積極果敢
に行動することを決意する。
右宣言する。

令和5年10月11日
 第75回中小企業団体全国大会
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誌面の都合で項目のみの紹介となりますが、決議の全文は、以下のウェブサイトでご覧いただけます。

全国中小企業団体中央会のホームページ

https://www.chuokai.or.jp/index.php/7516/

第75回中小企業団体全国大会決議【重点事項】

背
景
・
目
的

約 ３ 万 の 中 小 企 業 組 合 等

約225万の組合等所属中小企業者

全国中小企業団体中央会
■ 度重なる自然災害の発生や国際情勢の緊迫化、エネルギー・原材料価格の高騰等により、引き続き厳しい経営環境にある中、十分な価
格転嫁が進まず、原資確保に苦しむ中での賃金、原材料価格の上昇による支払い増加、既往債務返済のための資金繰り、後継者不足
等、事業の継続が難しくなる事業者も増えるなど中小企業・小規模事業者の経営は危機的状況にある。

■ 中小企業・小規模事業者が難局を乗り越え、地域経済を支え続けるためには、事業者やそれらが協同して経営資源を補完・補強し合う
組合等に対する国等からの支援策が不可欠である。

■ 物価高で困窮する中小企業・小規模事業者が安心して事業継続が行える環境の整備や取引適正化への支援、事業者の実態に即したデジ
タル化やカーボンニュートラルの推進、事業再構築や生産性向上の支援等をこれまで以上に行い、持続的な成長、豊かな地域経済社会
の実現に向け、全国約３万の組合等からの生の声を踏まえた本決議事項の実現を国等に強く求める。

１．危機的状況の克服、経済再生に向けた支援の拡充強化
（１）中小企業・小規模事業者等の経済活力の回復、持続的な成長軌道への誘導のた

めの地域・業種等の実情に考慮したきめ細やかな中小企業支援策の実施
（２）エネルギー価格等高騰の負担の軽減・緩和、ＧＸや省エネ等の事業挑戦の後押

しを行う総合的な支援策の強力な実施
（３）国主導による下請取引環境の改善や商慣習の適正化、健全な経営環境の構築・

整備、支援策の拡充・強化

２．中小企業・小規模事業者の成長促進、持続的発展に向けた
支援強化

（１）『挑戦を後押しする』プラットフォームとしての組合等連携組織の積極的な活用
（２）中小企業団体の共同学習機能を活かしたデジタル化推進のため「人への投資」

支援策の実施

３．中小企業団体中央会の指導体制・支援予算の抜本的拡充、
中小企業組合制度の活用拡充・運用改善

（１）中小企業団体中央会の指導体制の抜本的強化、伴走型支援推進のための十分な
予算措置

（２）業種間連携、共同化、グループ化、企業集積を強力に推進するための組合等連
携組織の積極的な活用、組合等連携組織に対する施策の拡充強化

４．強靭かつ活力ある地域経済社会の実現
（１）組合等連携組織を活用した BCP・BCM に対する支援強化、危機管理体制整備

への支援措置拡充
（２）特定地域づくり事業協同組合制度の柔軟な制度設計や支援の拡充
（３）2025年大阪・関西万博の過度な負担のない参画要件の設定、各種支援策の実施

Ⅰ.中小企業・小規模事業者等の危機的状況の克服、成長促進支援等の拡充

Ⅲ．中小企業・小規模事業者の積極的な事業活動を支える環境整備
１．中小企業金融施策の拡充
（１）新型コロナ対策の金融支援策の継続・拡充・条件緩和、借入金の負担軽減、各

種支援窓口の充実・強化、手続の簡素化
（２）資本性劣後ローンの取組み強化のための要件の見直し
（３）多重債務問題軽減のための利子負担の軽減や高度化資金の減免、商工中金・日

本政策金融公庫等が借換え等に応じやすくするための措置

４．エネルギー・環境対応への支援の拡充
（１）電力の安定供給と電力コストの負担軽減の対策強化
（２）先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金の継続、拡充
（３）カーボンニュートラル達成に向けて取り組むために必要な支援措置

２．中小企業・組合税制の拡充
（１）事業承継税制の特例承継計画提出期限の延長、拡充
（２）中小企業向け賃上げ促進税制の適用期限を延長、要件緩和、拡充
（３）少額減価償却資産の損金算入制度特例恒久化、限度額大幅引上げ
（４）外形標準課税の中小企業への適用拡大断固反対
（５）インボイス制度について、業種・業態ごとの実情や取引の実態を踏まえた負担

軽減等に資する十分な支援策の実施、制度開始後の丁寧な周知、事業協同組合
特例創設

３．中小製造業等の持続的発展の推進
（１）「ものづくり補助金」の継続、拡充、要件の緩和、特別枠の追加措置、申請手

続きの簡素化、フォローアップ支援事業の継続・拡充
（２）「事業再構築補助金」の要件緩和・対象範囲拡大等、運用の弾力化
（３）サプライチェーンの強靭化、下請取引の適正化、下請法の厳正な運用

５．卸売・小売業・まちづくりの推進に対する支援の拡充
（１）商店街及び個店を含む地域の商業者に対する長期的な視野に立った地域商業支

援策の実施
（２）キャッシュレス決済普及推進のための支援策の強化・拡充

６．サービス業支援の強化・拡充
（１）観光・イベント関連業等へ強力かつ長期の消費、需要喚起、誘客促進等支援
（２）高規格幹線道路の整備、ＩＴ・ＡＩ技術の導入、共同配送ネットワークの活用等

を通じた物流の効率化による 2024年問題対策強化と支援の拡充

７．官公需対策の強力な推進
（１）緊急随意契約・前倒し発注の実施など官公需適格組合等の積極的活用、災害協

定等締結等への官公需適格組合等への優先発注
（２）予定価格積算の調査・額の決定方法の統一、働き方改革関連法に対応した必要

経費の適切な計上
（３）納期や工期の柔軟な設定、発注機関からの一方的な減額要請の禁止
（４）少額随意契約の正確な広報、消費税率引上げ等を勘案した適用限度額の大幅な

引上げ

１．中小企業に配慮した働き方改革と社会保険制度の構築
（１）雇用保険財政運営の抜本的な見直し
（２）社会保険料の中小企業への負担軽減措置の創設
（３）「年収の壁」に対する支援策の実施、制度の抜本的な見直し
（４）トラック運送業における支援策の実施

２．中小企業の人材育成・確保・定着対策
（１）地域の中小企業の実情に即した外国人技能実習制度に代わる新たな制度の創設
（２）中小企業組合等を活用した人材確保及び専門人材育成支援の強化・拡充

Ⅱ.中小企業・小規模事業者の実態を踏まえた労働・雇用・社会保険料対策の推進

第75回中小企業団体全国大会決議【重点事項】
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5．表彰式

中小企業組合の振興発展に貢献した優良組合40組合、組合功労者74名、中央会優秀事務局専従者27名の表

彰が行われた。

第75回中小企業団体全国大会　本県の被表彰者�ご紹介

本県からは、優良組合として新利根工業団地協同組合、国分協同組合が、組合功労者として茨城県電機商工組

合・久保田理事、水戸市管工事業協同組合・石田理事長が表彰されました。誠におめでとうございます。

新利根工業団地協同組合
理 事 長	 田葉　正信
設立年月日	 昭和51年４月26日
組合員数	 ８人
専従者数	 ３人
主な共同事業	 ①共同購入事業
	 ②共同設備提供事業
	 ③金融事業
組合員の取引先企業の農業機械生産部門の関東

進出に伴い、同社関連企業も関西方面から移転。部

品供給体制の確立と集団化・共同化による経営基盤

の強化を目的に組合を設立し工業団地を設置。団地

の土地建物を組合の共同資産として、組合員が共同

工場棟に入居・操業し、投資効率と集団化意識の向

上に効果をもたらしている。組合としてISO14001の

認証を取得するなど環境に配慮した工業団地運営を

行っている。

国分協同組合
理 事 長	 薄井　恒夫
設立年月日	 昭和43年6月18日
組合員数	 16人
専従者数	 １人
主な共同事業	 教育情報事業

大手電機機械器具メーカーと取引のある中小製

造業者で組合を設立。組合員の経営合理化・安定

化に資するため、納入代金の一括受領、転貸事業

等を実施してきたが、現在は、組合員の受注・経

営・技術力の向上及び働き方改革推進等の情報交

換や研修会実施など教育情報事業を中心に活動。

また、組合及び組合員の認知度向上、組織強化を

図るため、組合のロゴマーク（KKB）を作成した。

久保田　正樹�氏
茨城県電機商工組合
理事

役員勤続年数　30年
所属組合の主な共同事業
ラジオ、テレビ等家庭電機商品の販売業に関す
る指導及び教育、情報又は資料の収集及び提
供、調査研究
平成５年から監事、理事、副理事長を歴任。平

成25年から令和５年まで理事長として、持ち前

のリーダーシップを発揮し、組合員の加入促進を

行うなど組織強化に努めるとともに、組合員の経

営力向上に資するため、消費者懇談会、家電流通

懇談会の開催、各種セミナー等の開催を先導。全

国電機商業組合連合会の理事も務めるなど、業界

の振興発展に貢献してきた功績は多大である。

石田　賢司�氏
水戸市管工事業協同組合
理事長

役員勤続年数　26年
所属組合の主な共同事業
給水材料の共同販売、量水器交換業務

平成９年から理事、専務理事、副理事長を歴

任。平成27年から理事長に就任し、共同購買等

の事業を推進し組合員の経営安定に寄与。また、

氏が先導し、組合員の受注機会の拡大を図るた

め、平成31年、官公需適格組合の証明を取得。

茨城県管工事業協同組合連合会の理事長、全国管

工事業協同組合連合会経理部長を務めるなど、業

界の振興発展に貢献している。

優 良 組 合 優 良 組 合

組合功労者 組合功労者
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6．次期開催地（福井県）の発表、大会旗継承、万歳三唱

次期全国大会は、2024年10月24日（木）に福井県福井市で開催されることが発表され、全国中小企業団体

中央会の森会長から福井県中小企業団体中央会の稲山会長に大会旗が継承された。

その後、独立行政法人中小企業基盤整備機構の豊永厚志理事長が万歳三唱を行い、閉会した。

大会会場前で集合 表彰式に出席した国分協同組合・鹿志村理
事、新利根工業団地協同組合・田葉理事長

第75回中小企業団体全国大会・茨城県中央会宮城ツアーにご参加いただきありがとうございました。
第75回中小企業団体全国大会は、本県からの参加者34名を含む全国の中小企業組合の代表者等約2,000

名が参集し、盛会に開催されました。本会では会員の皆さまの利便と親睦を図るため、大会参加と宿泊、懇

親会等を盛り込んだ「茨城県中央会　全国大会・宮城ツアー」を実施しました。

阿部会長をはじめ21名が参加し、３日間交流・親睦を深め合いました。

来年度の「第76回中小企業団体全国大会」は、福井県福井市で開催されます。

開催日時 令和６年（2024年）10月24日（木）　14：00～ 17：00（予定）

開催場所 フェニックス・プラザ（福井県福井市田原１丁目13番６号）

主　　催 全国中小企業団体中央会、福井県中小企業団体中央会


